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教育委員会活動の点検及び評価報告書について 

 

１ 概 要 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下「法律」という。）

第２６条において、「教育委員会の事務の管理執行状況について点検及び評

価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。」旨規定されている。また、同条の解釈の中

で、地方公共団体で各部局横断的な行政評価を行っている場合は、その行政

評価の中でこの点検・評価を行う事も可能であるとしている。 

本市では、総合計画の着実な推進と市制運営の透明性の向上を目的とし

て、行政評価を実施している。 

このことから、本市で実施した行政評価結果を活用して、「教育委員会活

動の点検及び評価報告書」を作成し議会へ提出するとともに、本市ホームペ

ージにおいて公表するものである。 

 

２ 報告書の内容 

  別紙のとおり。 
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教育委員会活動の 

点検及び評価報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年９月 

甲 府 市 教 育 委 員 会 
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 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の 

 

規定に基づき、令和元年度の教育委員会活動の点検及び 

 

評価を報告します。 

 

令和２年９月 

 

 

 

甲府市教育委員会 教育長   小 林  仁 



令和元年度行政評価結果総括表･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

令和元年度行政評価結果一覧表･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

平成３１年度事務事業評価シート（主要事業のみ）･･･････････････････････

※

―　目　　　　次　―

  令和元年度行政評価結果から、教育部が所管する事務事業
（主要事業のみ）を抜粋して使用しています。

P.10

P.12～34

P.11
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議題：第20号 令和元年度行政評価結果総括表

Ａ 拡　大

B 継続推進

C+ 積極的見直し

C- 一部改善

D+ 統廃合

D- 縮小

E 休止・廃止

F 完了

1 4.3% 22 95.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合　　計C+ 積極的見直し

２　事務事業　23事業の評価結果

Ｆ　完了

23教育部の評価

Ｅ　休止・廃止

１　事務事業評価区分

社会情勢や市民ニーズに応えるため、もっと積極的に取り組むべき。

現状どおり。

一定の成果は出ているが、コストや実施方法を見直し、より一層の効率化を図るべき。

Ａ　拡　大 B　継続推進 D+　統廃合

成果が十分でなく、コストや実施方法に問題があるので、有効な事務事業となるよう実施方法等を見直すべき。

社会情勢や市民ニーズから考えて、事務事業の縮小を考えるべき。

社会情勢や市民ニーズと合っておらず事業として不要である、市が実施する必要がない、又は一時的に休止とする。

C- 一部改善 D-　縮小

類似の事務事業があり、効率化を図るため統廃合を考えるべき。

事業が完了した。

評　価　区　分

- 10 -



議題：第20号

施　策 小 施 策 事務事業名 部 室 課 評価結果

子ども・子育てへの支援 地域で子育てを支える環境づくり 放課後子供教室推進事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 Ｂ

小学校外国語活動推進事業 教育部 教育総室 学校教育課 Ａ

外国人講師による英語指導事業
（中学校） 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

きめ細かな教育推進事業 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

サポートティチャー事業(小学校) 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

サポートティチャー事業(中学校) 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

新しい時代を担う人づくり基金事業
(甲府の教育推進事業） 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

学校危機管理体制整備事業 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

学校給食事業（小学校） 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

学校給食事業（中学校） 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

教材・情報環境整備事業（小学校） 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

教材・情報環境整備事業（中学校） 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

入学準備金融資事業 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

外国人講師による英語指導事業（高校） 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

生涯学習振興事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 Ｂ

図書館管理運営事業 教育部 生涯学習室 図書館 Ｂ

スポーツの普及 スポーツ振興事業 教育部 生涯学習室 スポーツ課 Ｂ

スポーツ施設の整備 各種スポーツ施設管理事業 教育部 生涯学習室 スポーツ課 Ｂ

文化・芸術に接する機会の提供 文化芸術推進事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 Ｂ

史跡武田氏館跡整備事業 教育部 生涯学習室 歴史文化財課 Ｂ

文化財保護事業 教育部 生涯学習室 歴史文化財課 Ｂ

国際交流・多文化共生の推進 国際交流活動の推進 新しい時代を担う人づくり基金事業
(姉妹・友好都市教育交流事業) 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

防犯・交通安全対策の充実 防犯活動 学校安全安心推進事業 教育部 教育総室 学事課
学校教育課 Ｂ

学校教育の充実

生涯学習の充実

スポーツの振興

文化・芸術の振興

令和元年度行政評価結果一覧

良好な教育環境の整備

確かな学力の習得

豊かな心の育成

健やかな体の育成

高校と専門学校の充実

学習機会や学習内容の充実

文化財の保護・活用
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No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1
　　区分（単位：千円） 20 ／２４

①
②
③
④

①
②
③
④

≪上記評価の理由≫
　外国人英語指導講師を積極的に活用し、外国の言語や文化に対する理解を深め、コミュニケーション能力の向上と国際感覚を身に着け
た生徒の育成を図っていくことができた。
　なお、事業効果について、小・中学校一体的な検証を引き続き行っていく。≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
３年間を通じて実践的な基礎能力を養うための言語活動の指導ができる。「↑」

≪指標名≫

3,870 3,942

成果
指標

≪指標名≫
１年間の外国人英語指導講師活用総授業時間数

3,934 3,888 3,888 3,888

活動
指標

4 4 4

≪指標の説明≫
聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力の基礎が養える。「↑」

4 4

JETプログラムの活用など、講師の質を確保しつつ費用負担の少ない雇用方法を検証する。

≪指標名≫ 廃
止
・
縮
小
に

対
す
る
方
針
等

≪本事業に対する「廃止・縮小等」の方針・考えなど≫
　該当なし

≪指標の説明≫

3,888 3,888

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

4

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

外国人英語指導講師の質の向上を図るとともに、英語を扱う日本人教師の育成など、職場の環境づくりに努める。

3.8 4.0

37,840

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 34,995 33,806 35,703 37,840 37,840

課
題

各市町村が外国人英語指導講師の雇用を拡大しており、資質の高い人材の確保が課題となっている。

②職員１人当たり人件費 7,674 7,384 7,896 7,896 7,896 7,896 雇用人数の増加に伴い外国人英語指導講師に係る経費が増加している。

2,448 2,4482,448 2,448

概算
人件費

①年間職員数 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31

≪上記評価の理由≫
　生徒に生きた英語学習の場を提供し、コミュニケーションを通じて外国の文化を知ることで、戦争・差別・環境問題等の地球的規模
の課題に対し、「気づき考え」「実行する」といった国際理解教育を推進した。

その他特定財源 38 38 76 76 76 76

31,479 33,179 35,316 35,316 35,316

概算人件費①×② 2,379 2,289

一般財源 32,578

市債

県支出金

　外国人英語指導講師の活用は、グローバ
ル人材の育成には重要なコンテンツであり、
また、能力の高い外国人講師を確保するた
め、関連費用の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

合　　計
事業費 32,616 31,517 33,255 35,392 35,392 35,392

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

デモイン市からの招聘者3名を含む外国人講師6名により、外国語指導等を実施した。
①初歩的な英語を聞いて、話し手の意向などを理解できるようにする。
②初歩的な英語を用いて、自分の考えなどを話すことができるようにする。
③英語を読むことに慣れ親しみ、初歩的な英語を読んで書き手の意向などを理解する。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｈ３３年度 Ｈ３４年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校教育法施行規則に基づいて定められている「学習指導要領」に従い、外国語を通じて、言語や文化に対する
理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことな
どのコミュニケーション能力の基礎を養う。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　外国語を用いたコミュニケーションにより、
外国語の基礎が培われ、「確かな学力」の向
上を図ることができた。事務事業

の性格
自治任意

法律 ■有　□無 学校教育法、学習指導要領 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成20年以前

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　平成３１年度事務事業評価票（対象：平成３０年度） 教-3

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 外国人講師による英語指導事業（中学校）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　21世紀を担う子どもたちの育成や「甲府の
子どもの教育」としての位置付けにおいて重
要な事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い
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No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1
　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①
②
③
④

①
②
③
④

1,859 ―

≪上記評価の理由≫
　　成果指標の市民文化祭への出演者数については、開催時期が2月（例年11月）の寒冷期であったため、若干目標値には達しなかった。
　平成30年度の市民文化祭については、休止することとしている。（翌年に控える開府500年の年に拡大開催を予定しており、その準備期間とする）
　なお、H30年度、H31年度については、さまざまな開府500年記念事業を実施するため、優れた文化芸術に接する機会の提供及び創造活動の場の充実に
取り組み、文化芸術事業を一層推進していく。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

C+
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫　市民文化祭への出演者数の増加は、市民文化団体や各地区文化協会の自主的文化活動が助長されている
ことを示すものである。また、平成30年度については、市民文化祭が中止となったため目標値を設定しない。　「↑」

≪指標名≫

廃
止
・
縮
小
に

対
す
る
方
針
等

　該当なし

≪本事業に対する「廃止・縮小等」の方針・考えなど≫

≪指標の説明≫

2,000 2,000

活動
指標

≪指標名≫
　事業開催日数

22 15 22

2,000 2,000

20

19

20 20

≪指標の説明≫　事業の開催日数を増やすことで、文化芸術に接する機会の提供及び創造活動の場の充実が期待できる。（但
し、なかみち短歌大会の応募期間は含んでいない）　　　「↑」

≪指標名≫

成果
指標

≪指標名≫
　市民文化祭への出演者数

1,900 ―

（実績値）

15,713 15,713

事務事業の
コスト等

目標
達成
状況

項目

0 20,637 9,170 10,883

6,780

一般財源

その他特定財源 18,901 5,134

下段：指標の説明

15

1.99

7,896

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 34,172 42,565 39,899 33,376 32,986 32,986

②職員１人当たり人件費 7,674 7,384 7,896 7,896 7,896 課
題

部
と
し
て
の
評
価

（実績値）

15,713 15,713

総
合
評
価

10,883

（実績値） （実績値） （実績値）

（目標値）

概算
人件費

①年間職員数 1.99 1.99 1.99 1.99 1.99

上段：指標名 （目標値） （目標値）（目標値） （目標値） （目標値）

（実績値）

15,016

17,273

合　　計

　　年度

検討の余地がある

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

国庫支出金 0

適正な負担割合である

概算人件費①×② 15,271 14,694

事業費
財源内訳

（予算額）

事業費 18,901 27,871

市債 0 2,100

事務事業
の性格

自治任意

効果
②

①
　検討結果を基に、平成３１年度補助金を削減した。

□有　■無

3

10,883

6,390 6,390

有
効
性

県支出金 0

効
率
性
・
公
平
性

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度

開府500年記念事業等に、市民や市外からの来訪者など、参加者増を図る必要がある。

（計画額） （計画額） （計画額）

事業全体の見直しが必要

3

　成果指標については、今年度市民文化祭
が開催されなかったため評価対象外だが、
他の事業参加者数は、前年度を上回ってい
る。
　事業内容については、豊かな感性の育成
に資するため、幅広く、また、適切な優れた
文化芸術に接する機会の提供及び創造活
動の場の充実に取り組んでいる。

目標値を達成する実績であった

②

目標値を下回る実績であった

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

3

法律

十分可能である

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

3

Ｈ３３年度 Ｈ３４年度

24,186 17,663 17,273

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か

目標値を大幅に上回る実績であった

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

　自主事業に係る報酬や委託費などのコスト
は適当であり、事業の恩恵を受ける対象者も
均衡が取れて、事業は効率・公平に実施し
ている。
　補助金等交付事業である文化団体への活
動支援については、受益者の偏りはなく、補
助対象の事業内容、対象経費は概ね妥当で
ある。

見直すべきである

≪上記評価の理由≫
　　様々な分野で活躍している甲府大使を招いての、こうふ開府500年記念事業や、身近なまちなかでのコンサート・ワークショップなど多様な機会・
内容の事業を開催していることが、参加者が増加した要因であると思われる。

様々なメディアを活用し、効果的な周知活動を行っていく。

課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

概ね効率的にできている

検討の余地がある

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

概ね適正な負担割合である

（第１号様式）

教-47

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

目標達成の必要性が極めて高い

3

　施策「文化芸術の振興」の基本目標の「い
きいきと輝く人を育むまちをつくる」を達成す
るためには、優れた文化芸術に接する機会
の提供及び創造活動の場の充実に取組む
当該事業は重要である。
　また、市民の金銭的負担が少なく、幅広い
分野の機会提供ができることから、民間団体
との協調も考慮する中で、現在は甲府市が
主体で行うことが妥当と思われる。

特記事項（評価内容の説明）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

第六次甲府市総合計画　平成３１年度事務事業評価票（対象：平成３０年度）

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準

目標達成の必要性が極めて低い

文化芸術推進事業

課長　佐藤　　学 目標達成の必要性が高い

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①
　文化団体への活動支援事業について、補助金対象経費に関して検討を行った。

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　こうふ開府500年記念事業として、「将棋の日」プレイベント「将棋　甲府夏の陣」、「小江戸甲府の歌舞伎舞踊会」、
方代の里なかみち短歌大会(表彰式典は来年度）を開催。記念事業以外にも、甲府市交響楽団演奏会及びジュニ
アオーケストラ育成事業、まちなかの文化芸術イベント（５回）を開催するとともに、甲府市文化協会への活動支援を
行った。

事
業
概
要

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名

施策 ③文化・芸術の振興

条例要綱等 ■有　□無 甲府市文化振興事業基金条例  甲府市文化振興基金事業補助金交付要綱

■直営　　□委託・指定管理　　■補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成元年以前

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　　優れた文化芸術に接する機会の提供及び創造活動の場の充実に取組むことにより、市民に豊かな感性が育成
されることを目的とする。

実施方法

小施策 文化・芸術に接する機会の提供

事務事業名

（決算額） （決算額）
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No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1
　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①
②
③
④

①
②
③
④

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　「第２次整備基本計画」に基づき甲府市武田氏館跡歴史館整備を実施した。実施に際しては、文化庁の指導のもと、「武田氏館跡活用庁内
検討委員会（６回開催）」及び、学識経験者で構成する「武田氏館跡専門委員会（５回開催）」等で協議し、随時事業承認を得た。梅翁曲輪ゾー
ン整備工事については、翌年度に繰越することとなった。 ①ガイダンス施設整備は、昨年度から継続していた旧堀田家住宅大規模修繕工事と
ともに、新築の総合案内所建設工事についても、平成31年３月に完成・引き渡しを受けた。②甲府市武田氏館跡歴史館の展示製作を４月から
着手し、平成31年３月に完成・引き渡しを受けた。　③ガイダンス建物の工事と並行して、旧堀田家住宅と総合案内所北側緑地整備を実施し、
それぞれ平成31年３月に完成・引き渡しを受け、施設全体の整備が完了した。

事
業
概
要

重点P・総合戦略

担当部室課名 教育部　生涯学習室　歴史文化財課 作成責任者職氏名

事務事業名 史跡武田氏館跡整備事業

施策 ③文化・芸術の振興 小施策 文化財の保護・活用
≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　戦国大名居館と城下町の遺構が良好な状態で残っている武田氏館跡とその周辺一帯を開発から守り、史実に基づいた景観整
備を進めるとともに、その多角的な活用を通じて、市民文化の向上やふるさとに誇りをもった人材の育成、地域の賑わいの創出な
どに努める。

Ｈ３０年度 Ｈ３１年度

149,829 164,985 135,280 179,900

（決算額） （決算額） （予算額）

特記事項（評価内容の説明）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

第六次甲府市総合計画　平成３１年度事務事業評価票（対象：平成３０年度）
（第１号様式）

教-51

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む

目標達成の必要性が極めて高い

3

　甲府の原点に位置づけられる武田氏館跡
は山梨を代表する歴史的文化遺産であり、
市民はもとより全国的にも注目度が高く、甲
府のランドマークの一つとなっており、その整
備の必要性は高い。
　整備事業は、土地公有地化や、発掘調査
とその分析、史跡整備など、長期的かつ専
門的な業務のウエイトが高いため、行政が実
施すべき事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

目標達成の必要性が高い

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標達成の必要性が低い

目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

実施方法 昭和62年度

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①公有地化事業は、ガイダンス施設整備に予算を重点配分するため、一時中止としたが、史跡整備事業推進
に公有地化事業は不可欠であるため、文化庁との協議を経て、平成31年度から再開する。また、ガイダンス施
設整備が完了したため歴史館管理運営費は別事業とした。

有
効
性

事務事業
の性格

自治任意

効果

①ガイダンス施設整備に予算を集中し、効率的で効果的な執行に努めたため、予定どおり整備が終了でき
た。

法律 ■有　□無 文化財保護法

条例要綱等 ■有　□無 甲府市文化財保護条例

■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

近年、国庫補助及び県費補助ともに、要求額に対し厳しいシーリングが設定され、長期的な展望を描くことが困難となっている。

公有地化事業は、土地所有者の理解と協力が必要であり、計画的な推進が難しい。

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か

目標値を大幅に上回る実績であった

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要
3

2

　ガイダンス施設整備に傾注するため、公有
地化事業を一時中止した。目標値を達成する実績であった

目標値を下回る実績であった

目標値を大幅に下回る実績であった

概ね効率的にできている
3

　史跡整備は発掘調査成果を慎重に分析
し、実証された史実に基づき復元整備等を
行うため、早期の事業推進は難しい。
　しかし、最少の職員で最大の効果をあげら
れるよう、常に配意している。また、国・県の
補助事業の活用も、常に研究している。

事業全体の見直しが必要

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

3

検討の余地がある

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

十分可能である

Ｈ３２年度 Ｈ３３年度 Ｈ３４年度

効
率
性
・
公
平
性

事
務
事
業
の
評
価

評価項目

課長　田中　浩

Ｈ２９年度

評価基準

1,545

検討の余地がある

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

見直すべきである

合　　計

国庫支出金 53,757 210,363 90,816 104,364

6,274 5,229 9,000 9,000 9,000

586,464

総
合
評
価

B

（計画額） （計画額） （計画額）

市債

　　年度

45,200 252,900 20,900

一般財源

概ね適正な負担割合である

その他特定財源 15,009 61,658 7 0 0 0

≪上記評価の理由≫
　 「第2次整備基本計画」に基づき、史跡整備及びガイダンス施設の建設を進めた。開府500年及び信玄公生誕500年を見据え、「甲府」の街の原点
である武田氏館跡の整備は、歴史・文化を活かしたまちづくりの指標となりうるものであり、ふるさとへの愛着心を持った人材の育成にも効果的である
ので、確実な事業推進が必要である。17,301 55,269 32,877 37,621 32,430 22,000

35,600

78,850 113,300
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。県支出金

（目標値）

事務事業の
コスト等

（目標値） （目標値）

概算
人件費

①年間職員数 3.00 3.00 6.00

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値）

5

下段：指標の説明 （実績値）

事業費
財源内訳

14,000 15,000

事業費 132,812

6.00 6.00

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 155,834 608,616 197,205 212,361 182,656 227,276

成果
指標

≪指標名≫
　整備目標面積（公有地化対象面積）に対す
る整備面積比率

18.95 19.30

4 4

（実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

活動
指標

≪指標名≫　「史跡武田氏館跡保存整備委
員会」及び「専門委員会」開催回数

3 3 4 4

25.35

≪指標の説明≫

20.14

課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

概算人件費①×② 23,022 22,152 47,376 47,376 47,376 47,376

②職員１人当たり人件費 7,674 7,384 7,896 7,896 課
題

部
と
し
て
の
評
価

2

第2次整備基本計画が平成31年度で終了するため、第3次整備基本計画を策定していく。

史跡整備事業は、公有地化、発掘調査、調査結果に基く整備と各事業が連動しており、事業費及び事業期間とも長大となる。

7,896

6.00

7,896

≪指標の説明≫史跡整備事業の推進は、文化庁諮問機関である「史跡武田氏館跡保存整備委員会」、「武田氏館跡専門委員
会」での協議・検討を経て実施しているため。「→」

≪指標名≫

17.20

22.55

廃
止
・
縮
小
に

対
す
る
方
針
等

　該当なし
≪本事業に対する「廃止・縮小等」の方針・考えなど≫

≪上記評価の理由≫
　 「第2次整備基本計画」に基づき、史跡整備及びガイダンス施設の建設を進めている。開府500年及び信玄公生誕500年を目前に控え、「甲府」の街の原
点である武田氏館跡の整備は、歴史・文化を活かしたまちづくりの指標となりうるものであり、ふるさとへの愛着心をもっちた人材の育成にも効果的である。こ
のため、確実な事業推進が必要である。

史跡整備については、発掘調査の成果を活かした最も効果的な整備手法や活用方法を常に検討し、事業の推進を図る。

公有地化事業は、地権者の意向を確認するなかで、整備に向けた効果的な用地取得やそのための事業費の中長期的な確保に努める。

22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B≪指標の説明≫　公有地化対象面積（71,554㎡）に対する整備面積比率は、事業の進捗状況を示している。「↑」
※平成30、31年度はそれぞれ1,500㎡を、平成32年度は300㎡、平成33年度は1,500㎡を整備目標とする。

≪指標名≫

17.20
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No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1
　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①
②
③
④

①
②
③
④

22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
発掘現場見学会の開催について周知をし、市民に文化財の保護・保存に対する理解につなげる。「↑」

≪指標名≫

300 444

≪上記評価の理由≫
　指定文化財の審議対象を計画的に限定し、効率的な審議会運営を図る。埋蔵文化財発掘調査については、開発業者の理解・協力を促す。本調査は、そ
の一部を民間発掘調査機関への委託を推進し、業務の効率化を図る。他の事業に関しては継続推進する。

指定文化財の修理に係る補助金の活用を図りながら関係機関と協議していく。

廃
止
・
縮
小
に

対
す
る
方
針
等

　該当なし
≪本事業に対する「廃止・縮小等」の方針・考えなど≫

≪指標の説明≫

≪指標名≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

C+

200 200

成果
指標

≪指標名≫
発掘現場見学会参加者数

200 200

課
題

部
と
し
て
の
評
価

200 200

≪指標の説明≫
発掘現場の見学会を開催し、文化財の保護・保存に対する理解につなげる。「↑」

≪指標の説明≫

活動
指標

≪指標名≫
発掘現場見学会等開催数

3 3 3 3

5

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

（実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

26,846

指定文化財の修理が多く要望されている。（富岡家住宅、安国寺釈迦如来坐像、藤村記念館、源頼朝・実朝坐像、善光寺本堂・山門等）

3.40

3 3

26,846

増加する業務への対応や学術的な専門知識の修得、発掘技術の継承等が必要なことから、関係機関と協議し、業務改善等を行っていく。

埋蔵文化財の保管・展示施設の確保について庁内の関係部署と協議を行う。3

2.40 2.40 3.40 3.40

②職員１人当たり人件費 7,674 7,384 7,896 7,896 7,896

（目標値）

下段：指標の説明

7,896

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 79,035 76,374 103,590 137,397 137,397 137,397

（実績値） （実績値）（実績値）（実績値）

（目標値）

概算
人件費

①年間職員数 2.40

事業費
財源内訳

0 0

事業費 60,617 58,652

33,051

84,640 110,551

10,231

その他特定財源 18,231 12,408 42,323

5,000

概算人件費①×② 18,418 17,722 18,950 26,846

≪上記評価の理由≫
　指定文化財の審議対象を整理し、効率的な審議会運営を図る。埋蔵文化財発掘調査については、開発業者の理解・協力を求めていく。大規模開
発に伴う本調査は、民間発掘調査機関への委託を推進し、業務の効率化を図る。

110,551

事務事業の
コスト等

（目標値）

目標
達成
状況

項目
（目標値） （目標値）

27,893 32,881 22,733 33,051

上段：指標名 （目標値）

市債 0 0 0

（実績値）

5,000

国庫支出金

33,051

60,000 60,000 60,000

3

法律 文化財保護法

3

条例要綱等 ■有　□無 甲府市文化財保護条例・甲府市文化財保存事業補助金交付要綱

　埋蔵文化財発掘の本調査に関しては、文
化財保護法第９２条に基づいて民間発掘機
関に業務委託し、業務の効率化を図ってい
る。

（決算額） （決算額） （予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

事業全体の見直しが必要

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 Ｈ３３年度 Ｈ３４年度

効
率
性
・
公
平
性

概ね効率的にできている

3

検討の余地がある

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

埋蔵文化財発掘調査など、開発行為の増加に伴い、文化財に関する業務量が年々増加している。

埋蔵文化財を安全に管理・保管するスペースの確保が必要である。

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か

目標値を大幅に上回る実績であった

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①平成３０年５月に認定された、日本遺産「星降る中部高地の縄文世界」において、甲府市の後呂
遺跡の縄文土器を構成文化財として追加認定させた。

有
効
性

事務事業
の性格

法定事務

効果

①追加認定された土器を藤村記念館で展示公開し、日本遺産の周知とともに、市民の郷土の歴史
への関心を高めることができた。

■有　□無
2

　学術的に審議した指定文化財の価値を市
民に周知する意義は大きく、適切な保護・保
存、活用に繋がっていく。
　発掘現場見学会・企画展示等は、市民等
への文化財の啓発・普及手段として有効で
ある。また、文化財や伝統文化は地域固有
の資源として、地域活性化やまちづくりへの
活用が期待される。

目標値を達成する実績であった

目標値を下回る実績であった

目標値を大幅に下回る実績であった

（第１号様式）

教-53

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

目標達成の必要性が極めて高い

3

　国民共有の文化遺産を後世に伝える事業
であり、文化財保護法に基づき市で行う事業
である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

目標達成の必要性が高い

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

文化財保護事業

課長　田中　浩

特記事項（評価内容の説明）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

第六次甲府市総合計画　平成３１年度事務事業評価票（対象：平成３０年度）

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

①埋蔵文化財の試掘調査（甲府城下町遺跡、朝気遺跡ほか約40件）・本調査（西耕地Ｂ遺跡、甲府城下町遺跡）を実施した。
②発掘調査報告書を2冊作成した。　③文化財審議会を開催し、武田神社所蔵文書等の文化財指定を検討した。　④文化財の
保護のため補助事業を行った（高室家住宅保存修理事業、富岡家住宅修理事業、武田神社整備事業、東光寺木造薬師十二神
将像修理事業等）。⑤埋蔵文化財に対する市民の認識を深めるため、発掘調査の現場見学会（武田氏館跡味噌曲輪）や甲府城
下町遺跡の歴史講座を開催した。

事
業
概
要

担当部室課名 教育部　生涯学習室　歴史文化財課 作成責任者職氏名

施策 ③文化・芸術の振興

2,547 8,258 5,000

10,816 11,326 12,500

　　年度

0

12,500 12,500

県支出金 4,262

110,551

一般財源

■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和50年以前

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　甲府市内の埋蔵文化財・一般文化財の保護・保存を図り、未来へ継承するとともに、かけがえのない歴史的文化遺産の啓発・
普及と 郷土愛の醸成に努める。

事
務
事
業
の
評
価

評価項目

実施方法

評価基準

小施策 文化財の保護・活用 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業名

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

概ね適正な負担割合である

十分可能である

合　　計

検討の余地がある

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

見直すべきである
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No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1
　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①
②
③
④

①
②
③
④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　平成３１年度事務事業評価票（対象：平成３０年度） 教-55

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 新しい時代を担う人づくり基金事業（姉妹・友好都市教育交流事業） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　海外派遣研修は、国際化、多文化共生が
進展する中で、グローバルな国際感覚を身
に付ける良い機会であるため、本事業の実
施により子どもたちに経験を積んでもらうこと
は、将来にわたり大きな効果を生むものと考
える。

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ⑤国際交流・多文化共生の推進 小施策 国際交流活動の推進 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　平成4年度に「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」を設置し、新しい時代を担う人づくりを目指して、「甲府
の教育」の全体像を構築するとともに、創造性豊かな人づくりに資するため、調査・研究及び検討し、推進を図ること
を目的としている。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

3

　多くの生徒が、「国際交流と異文化に触れ
る機会が得られ、豊かな感性とたくましい行
動力を育むことができた」と実感している。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（新しい時代を担う人づくり基金） 事業開始年度 平成4年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か■有　□無 新しい時代を担う人づくり基金運営委員会設置要綱

目標値を大幅に上回る実績であった

目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　姉妹都市であるデモイン市との相互教育交流を図り、生きた外国語の習得や国際感覚を身につけた生徒を育成
するため、海外研修派遣事業及び教育使節団受入事業を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｈ３３年度 Ｈ３４年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

部
と
し
て
の
評
価

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

県支出金

3

事務事業の
コスト等

合　　計
事業費 9,955 8,994 11,304 9,700 11,504 11,504

事業費
財源内訳

国庫支出金

　本事業は、基金事業として目的が明確に
なっているため、他事業との統合する余地は
ない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源

市債

4
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①

概算人件費①×② 3,223 3,101

0.42

≪上記評価の理由≫
　次代を担う中高生が、グローバルな国際感覚を身に付け、将来を考える貴重な機会を得ることができた。また、ホームステイ等を通じ
て豊かな感性とたくましい行動力を育むことができた。

その他特定財源 9,955 8,994 11,304 9,700 11,504 11,504

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.42

3,316 3,3163,316 3,316

デモイン市等へ派遣した生徒の報告を他の生徒も共有するなど、引き続き国際性豊かな人材の育成に努める。

課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

7,674 7,384 7,896 7,896 7,896 7,896

0.42 0.42 0.42

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値）

2 2

2

成果
指標

≪指標名≫
海外研修に派遣した中・高生数

24 24 24

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 13,178 12,095 14,620 13,016 14,820 14,820

（目標値） （目標値）

課
題

グローバル化する現代社会に適応する人材の育成を、今後も積極的に推進する必要がある。

≪指標名≫ 廃
止
・
縮
小
に

対
す
る
方
針
等

≪本事業に対する「廃止・縮小等」の方針・考えなど≫
　該当なし

≪指標の説明≫

24 24

≪指標名≫
姉妹・友好都市との相互派遣回数

24

活動
指標

2 2 2

≪指標の説明≫
中高生を姉妹・友好都市へ派遣した回数及び受入した回数　「→」

2 2

22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
姉妹・友好都市に派遣した市立中学生・甲府商業高校生の人数　「→」

≪指標名≫

24 24

≪上記評価の理由≫
　引き続き、姉妹友好都市との相互教育交流により、国際感覚を身に着けた生徒の育成に努める。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
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No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1
　　区分（単位：千円） 20 ／２４

①
②
③
④

①
②
③
④

≪上記評価の理由≫
　地域住民の自主的活動を推進しながら、子どもたちが安心して教育が受けられるよう、学校安全ボランティアを活用し、今後も地域社会全
体で学校安全に取り組む。

7,357 7,340
≪指標の説明≫
通学路の見守り等が行う学校安全ボランティアの登録者数「↑」

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
市立小中学校の児童生徒数に対するマモルメールの登録率。「↑」

≪指標名≫
学校安全ボランティアの登録者数

6,470 7,000 7,000

97.1% 97.5%

活動
指標

12,374 12,078

≪指標の説明≫
保護者に登録勧奨した、マモルメールの対象となる市立小中学校の児童生徒数。「→」

12,577

≪指標名≫
マモルメール登録率

97% 97% 97%

廃
止
・
縮
小
に

対
す
る
方
針
等

≪本事業に対する「廃止・縮小等」の方針・考えなど≫

（実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

学校と地域の連携を推進するとともに、子どもたちが安心して教育が受けられるよう、学校安全ボランティアの周知を図る。

12,577 12,374

部
と
し
て
の
評
価

当該事業の一部を「学校危機管理体制整備事業」に統合する。

≪指標の説明≫
児童生徒の登下校時に、学校安全ボランティアが見守りを行っている小・中学校数。「↑」

予備を含めて購入し、交換に応じる。

（実績値） （実績値）

≪指標名≫
マモルメール登録勧奨の実施回数

下段：指標の説明

≪指標名≫
学校安全ボランティアの見守りが行われている小
中学校数

36 36

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値）

31 32

成果
指標

（実績値） （実績値） （実績値）

36

（目標値） （目標値）

その他特定財源

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 6,489 6,295 6,767 5,832

②職員１人当たり人件費 7,674 7,384 7,896 7,896

概算
人件費

①年間職員数 0.63 0.63 0.63 0.63

概算人件費①×②

5,838

0.63 0.63

≪上記評価の理由≫
　マモルメールの登録推進等を通じ、校内の安全確保と児童・生徒の通学時における安全確保を図った。また、地域住民の自主的活
動を推進しながら学校安全ボランティアを活用し、地域社会全体で通学路の見守りに取り組むことができた。

5,891

課
題

子どもたちが安心して学校生活を送れるよう、学校安全ボランティアの継続した確保が必要である。

7,896 7,896 児童の登下校時の安全確保を図るため、小学校の新１年生に防犯ブザーを配付しているが、長期間の配付となるため故障が見られる。

（目標値）

4,974 4,974

917 864

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①見直し行わず。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

事業内容は適切である

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

1,793 858 917 864

② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 見直すべきである

事業費 1,654 1,643

　ＰＴＡや地域住民によるボランティア活動で
事業を推進しており、これ以上のコスト削減
は見込めない。

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

■災害、事件、事故等の緊急情報の迅速な情報共有手段のため、マモルメールの運用管理、及び保護者への登
録勧奨を行った。
■地域の学校安全ボランティアによる見守り奨励と、登録者の講習会を開催した。
■1年生を対象に、登下校時の安全のため防犯ブザーを配布した。

（予算額） （計画額） （計画額）

Ｈ３３年度 Ｈ３４年度

（計画額）

県支出金

4,974 4,9744,835 4,652

国庫支出金

1,643 1,793 858

市債

一般財源 1,654

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　平成３１年度事務事業評価票（対象：平成３０年度） 教-56

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

□有　■無

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　全国的に、通学途中に見知らぬ人に声をかけられる、校内に不審者が侵入するなど、子どもたちが事件に巻き込
まれそうになるケースが増えていることや、自然災害による大きな被害が発生しており、子どもたちを取り巻く環境は
厳しさと危険度を増していることから、学校内外における安全確保、その他の緊急事態における体制等の強化を図
る。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成25年度

有
効
性

目標値を大幅に下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

4

事務事業の
コスト等

合　　計

4

　全国的に見ても児童が巻き込まれる事件・
事故などが多発しており、本事業の社会的
ニーズは高いと考える。

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

目標達成の必要性が高い

3

　子どもたちが安心して教育を受けられるよ
う、地域ボランティアを活用することで、地域
社会全体で学校の安全に取り組むことがで
きる。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無

目標値を下回る実績であった

基本目標 ３安全で安心して健やかに暮らせるまちをつくる（暮らし） 施策の柱 安全な暮らしを守る 目標達成の必要性が低い

施策 ③防犯・交通安全対策の充実 小施策

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

防犯活動 目標達成の必要性が極めて低い

目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法

事務事業
の目的

事
業
概
要

事務事業名 学校安全安心推進事業（学校教育課・学事課） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是・内藤　誠

目標達成の必要性が極めて高い

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か
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議題：第 21 号 
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甲府市教育委員会が服務を監督する教育職員の業務量の適切な管理等に関す

る規則の制定について 

１ 制定理由 

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年

法律第７７号。以下「法」という。）第７条の規定に基づき、甲府市教育委員会が

服務を監督する法第 2 条に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）の業

務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき

措置に関する規則について、必要な事項を定める。 

２ 経過 

令和元年１２月、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法の一部が改正され、公立の義務教育諸学校における働き方改革を推進するた

め、文部科学大臣は、教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針を策定及び

公表することとされた。このため、各教育委員会においては、当該指針を参考に

上限方針を教育委員会規則等において定めることが求められた。 

３ 制定内容 

別紙 

４ 施行期日 

公布の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

５ 教育委員会への議題時期 

令和２年８月定例教育委員会 
 
参考 
公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法 抜粋 
（趣旨） 
第一条 この法律は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の職務と勤務態様の特殊性に基づ
き、その給与その他の勤務条件について特例を定めるものとする。 
（定義） 
第二条 この法律において、「義務教育諸学校等」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二
十六号）に規定する公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支
援学校又は幼稚園をいう。 
２ この法律において、「教育職員」とは、義務教育諸学校等の校長（園長を含む。次条第一
項において同じ。）、副校長（副園長を含む。同項において同じ。）、教頭、主幹教諭、指導
教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の者及び地方公務員
法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占
める者に限る。）、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。 
（教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針の策定等） 
第七条 文部科学大臣は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の
維持向上に資するため、教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間において行う業務の量
の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を
図るために講ずべき措置に関する指針（次項において単に「指針」という。）を定めるものと
する。 
２ 文部科学大臣は、指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ
ればならない。 



議題：第 21 号 
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〇甲府市教育委員会が服務を監督する教育職員の業務量の適切な管理等に関す

る規則 

（趣旨） 

第１条  この規則は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特

別措置法（昭和４６年法律第７７号。以下「法」という。）第７条の規定に

基づき、甲府市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が服務を監督す

る法第２条に規定する教育職員（以下単に「教育職員」という。）の業務量

の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措

置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（教育職員の業務量の適切な管理等に関する措置） 

第２条 教育委員会は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校

教育の水準の維持向上に資するよう、その所管に属する学校教育職員が業務

を行う時間（法第７条の指針で規定する在校等時間。以下「在校等時間」と

いう。）から所定の勤務時間（法第６条第３項各号に掲げる日（代休日が指

定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同

じ。）を除いた時間を、次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とするため、

教育職員の業務量の適切な管理を行うこととする。 

⑴  １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１箇月の合計時間

（以下「１箇月時間外在校等時間」という。） ４５時間 

⑵ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１年間の合計時間

（以下「１年間時間外在校等時間」という。） ３６０時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない

業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務

を行わざるを得ない場合においては、前項の規定にかかわらず、教育職員の

在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の各号に掲げる時間及び月

数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行うことと

する。 

⑴ １箇月時間外在校等時間１００時間未満 

⑵ １年間時間外在校等時間７２０時間 

⑶ １年のうち１箇月時間外在校等時間が４５時間を超える月数６月 



議題：第 21 号 
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⑷ 連続する２箇月、３箇月、４箇月、５箇月及び６箇月のそれぞれの期間

について、各月の１箇月時間外在校等時間の１箇月当たりの平均時間８０

時間 

３ 教育委員会は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育

の水準の維持向上に資するよう、法第７条に規定する指針に基づき、業務量

の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置を講ず

る。 

附  則 

この規則は、公布の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 
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